
＜機械・農作業の共同化を実施している事例＞

○集落営農組織を母体とした地域農業への貢献

１．集落協定の概要

市町村･協定名 大分県由布市挾間町 谷中村
はさままち たになかむら

協 定 面 積 田（100％） 畑 草地 採草放牧地
22ha 水稲

交 付 金 額 個人配分 48％
465万円 共同取組活動 農道・水路維持管理活動、鳥獣被害防護柵設置活動費等 12％

52％ 共同利用機械購入費 21％（ ）
集落営農組織活動助成費 19％

協定参加者 農業者 28人、谷中村集落営農組合（構成員10人）

２．取組に至る経緯

集落内の約半数が農家世帯で経営面積は20aから200aと規模の相違があるなか、農業

従事者の高齢化、後継者不足、米価の低迷や機械・施設への投資による経営圧迫などを

理由とした耕作放棄地の拡大が進んでいる状況であった。

このため、農家個々での対応では限界があることから、集落全体の共通認識のもと、

地域農業を全員参加により守って行こうという機運が高まり、本制度の活用を通じて農

業はもちろん地域活性化への取り組みが始まった。

３．取組の内容

将来の地域営農や農地の維持管理が危惧されることから、平成19年２月、谷中村集落

営農組合を設立し、籾すり機や乾燥機を配置したミニライスセンターの建設、トラクタ

ー・田植機・コンバイン等の共同利用機械の整備を行い農作業の受託を開始した。

また、平成21年より耕作放棄地の復旧防止対策として、集落放牧に取り組んでいる。

このほか、小川の清掃を通じたホタル鑑賞会の開催や景観作物の作付けなど、人と環

境に優しい潤いのある集落形成に努めている。

ミニライスセンターの建設 集落放牧(放牧牛導入・簡易牛舎設置)



［集落の将来像]
集落営農組合が中心となり、共同利用機械・施設の利用、農作業の受委託等により、生産コストの低

減と農作業の効率化を図ることにより、儲かる農業経営を確立する。

［将来像を実現するための活動目標]
ミニライスセンター建設による一部農作業受委託開始（１年目）
共同利用機械の導入（２年目～４年目） 農作業受委託の確立（５年目）

［活 動 内 容］
農業生産活動等 多面的機能増進活動 農業生産活動の体制整備

農地の耕作・管理（田22ha） 周辺林地の下草刈り 機械農作業の共同化
（約0.1ha、年1回） （田植機の共同利用を2.8ha実

個別対応・営農組合 施、目標2.3ha)
個別対応

共同取組活動
水路・作業道の管理
・水路3.4km、年2回 景観作物作付け

清掃、草刈り （景観作物としてコスモ 担い手への農作業の委託
・道路3.1km、年2回 草刈り スを約0.1ha作付け） （集落営農組合に全作業を3.5h

a委託。目標2.3ha）
共同取組活動 共同取組活動

共同取組活動

農地法面の定期点検 ビオトープの確保
（年２回） （ホタルの生息地整備・

蛍鑑賞会の開催）
共同取組活動

共同取組活動

４．取組による変化と今後の課題等

集落営農組合の設立により担い手の確保ができたことから、個別経営での機械投資が

控えられ低コスト化につながっており、高齢化等の理由による農作業委託も年々増加し

ている。

今後の課題として、農作業受託面積の一層の増加が予想されることから、受け皿とし

ての営農組織体制の強化を図るとともに、農地の利用集積など計画的かつ安定した地域

農業の確立に向けた集落内での意志決定が重要である。

［平成21年度までの主な成果］
○ ミニライスセンターが建設され、農作業の受託が開始された。
○ 集落の担い手による先進地視察研修を行い、意識の向上が図られた。
○ 耕作放棄地復旧及び防止対策として牛の水田放牧が開始された。(H21、1.6haで実施)
○ 用排水路の整備（約0.1km 、獣害対策防護柵設置（約1.0kmで約2.0haの田をカバー）により生産性の）
向上と、作物被害の軽減が図られた。


